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令和５年度予算編成の基本方針(案) 
 
 

 

 

１． 基本的考え方 

 

① 我が国経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつ

ある中、緩やかな持ち直しが続いている。その一方で、ロシアによ

るウクライナ侵略を背景とした国際的な原材料価格の上昇や円安の

影響等によるエネルギー・食料価格の高騰、欧米各国の金融引締め

による世界的な景気後退懸念など、我が国経済を取り巻く環境には

厳しさが増している。 

 

② こうした状況から国民生活と事業活動を守り抜くとともに、景気

の下振れリスクに先手を打ち、我が国経済を民需主導の持続的な成

長経路に乗せていくため、「物価高・円安への対応」、「構造的な賃上

げ」、「成長のための投資と改革」を重点分野とする財政支出 39.0兆

円・事業規模 71.6兆円の「物価高克服・経済再生実現のための総合

経済対策」（令和４年 10月 28日閣議決定）を策定した。 

これを速やかに実行に移し、経済対策の効果が最大限に発揮され

るよう万全の経済財政運営を行う。 

 

③ 足元の物価高を克服しつつ、新しい資本主義の旗印の下、社会課

題の解決に向けた取組を成長のエンジンへと転換し、我が国経済を

持続可能で一段高い成長経路に乗せていくため、以下の重点分野に

ついて、計画的で大胆な投資を官民連携の下で推進する。 

まず、民主導での成長力の強化と「構造的な賃上げ」を目指し、

リスキリング支援も含む「人への投資」の抜本強化と成長分野への
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労働移動の円滑化、地域の中小企業も含めた賃上げ等を進める。 

また、科学技術・イノベーション、スタートアップ、グリーント

ランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）といった成長分野への大胆な投資を、年内に取りまとめ

られるスタートアップ育成５か年計画やＧＸ促進に向けた今後 10

年間のロードマップ等に基づき促進する。 

 

④ コロナ禍において、婚姻件数・出生数が急激に減少するなど我が

国の少子化は危機的な状況にある。こうした中、「こども家庭庁」を

創設し、出産育児一時金の大幅増額を始めとする結婚・妊娠・出産・

子育てに至るまで切れ目ないこども・若者・子育て世帯への支援な

ど、少子化対策を含むこどもに関する必要な政策の充実を図り、強

力に進めていく。 

全ての人が生きがいを感じられ、多様性のある包摂社会を目指し、

全世代型社会保障の構築、女性活躍、孤独・孤立対策、就職氷河期

世代への支援等に取り組む。 

 

⑤ ロシアによるウクライナ侵略も含め、国際情勢・安全保障環境が

激変する中、来年のＧ７広島サミットや日本ＡＳＥＡＮ友好協力 50

周年特別首脳会議の開催、国連安保理非常任理事国を務めることも

見据え、機動的で力強い新時代リアリズム外交を展開するとともに、

防衛力を５年以内に抜本的に強化する。防衛力の抜本的強化につい

ては、必要となる防衛力の内容の検討、そのための予算規模の把握

及び財源の確保を一体的かつ強力に進め、年末に改定される新たな

「国家安全保障戦略」等に基づいて計画的に整備を進める。 

 

⑥ 国際情勢の変化に対応したサプライチェーンの再構築・強靱化が

急務となる中、円安のメリットもいかし、企業の国内回帰など国内

での「攻めの投資」、輸出拡大の推進により、我が国の経済構造の強
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靱化を図るとともに、半導体を始めとする重要な物資の安定供給の

確保や先端的な重要技術の育成等による経済安全保障の推進、食料

安全保障及びエネルギー安全保障の強化を図る。 

 

⑦ 新型コロナウイルス感染症対策について、ウィズコロナの下、国

民の命と健康を守りながら、感染拡大防止と社会経済活動の両立を

図る。次の感染症危機に備え、司令塔機能の強化に取り組む。 

 

⑧ 防災・減災、国土強靱化の取組を強力に推進するとともに、これ

までの成果や経験をいかし、更なる取組を推進するための次期国土

強靱化基本計画の検討を進め、中長期的かつ継続的に取り組む。 

 東日本大震災からの復興・創生、交通・物流インフラの整備、農

林水産業の振興、質の高い教育の実現、観光や文化・芸術・スポー

ツの振興、2050年カーボンニュートラルを目指したグリーン社会の

実現等に取り組み、デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組

と併せて地方活性化に向けた基盤づくりを推進する。 

 

⑨ 経済財政運営に当たっては、経済の再生が最優先課題である。経

済あっての財政であり、順番を間違えてはならない。必要な政策対

応に取り組み、経済をしっかり立て直す。そして、財政健全化に向

けて取り組む。政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、単

年度主義の弊害を是正し、国家課題に計画的に取り組む。 
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２．予算編成についての考え方 

 

① 令和５年度予算編成に当たっては、令和４年度第２次補正予算と

一体として、上記の基本的考え方及び「経済財政運営と改革の基本

方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定。以下「骨太方針 2022」と

いう。）に沿って、足元の物価高を克服しつつ、経済再生の実現に向

け、人への投資、科学技術・イノベーション、スタートアップ、Ｇ

Ｘ、ＤＸといった成長分野への大胆な投資、少子化対策・こども政

策の充実等を含む包摂社会の実現等による新しい資本主義の加速や、

外交・安全保障環境の変化への対応、防災・減災、国土強靱化等の

国民の安全・安心の確保を始めとした重要な政策課題について必要

な予算措置を講ずるなど、メリハリの効いた予算編成を行い、その

政策効果を国民や地方の隅々まで速やかに届け、我が国経済を持続

可能で一段高い成長経路に乗せていくことを目指す。 

 

② その際、骨太方針 2022 で示された「本方針及び骨太方針 2021 に

基づき、経済・財政一体改革を着実に推進する。ただし、重要な政

策の選択肢をせばめることがあってはならない」との方針を踏まえ

る。 

 

③ 歳出の中身をより結果につながる効果的なものとするため、骨太

方針 2022 を踏まえ、新経済・財政再生計画の改革工程表を策定し、

ＥＢＰＭやＰＤＣＡの取組を推進し、効果的・効率的な支出（ワイ

ズスペンディング）を徹底する。 

 

 


